
（令和９）年10月以降は、企業

の規模を段階的に縮小し、

2035（令和17）年10月には

完全撤廃となります。 

  

◆賃金要件の撤廃 

「年収 106 万円の壁」とし

て意識されていた、月額 8.8 万

円（年収 106 万円）の要件も

撤廃となります。撤廃の時期

は、改正法の公布から３年以内

の政令で定める日とされてい

ますが、全国の最低賃金が

1,016 円以上となることを見

極めて判断されます（最低賃金

1,016 円以上の地域で週 20

時間以上働くと、年額換算で約

106 万円となります）。 

 

◆個人事業所の適用対象拡大 

現在、常時５人以上の従業員

を使用している法定 17 業種

（弁護士・税理士・社会保険労

務士等の法律・会計事務を取り

扱う士業など）の個人事業所が

社会保険加入対象となってい

ますが、今回の改正では、法定

17業種に限らず常時５人以上

の従業員を使用する全業種の

事業所を適用対象とするよう

拡大されます。 

ただし、2029（令和 11）

年 10 月の施行時点で既に存在

している事業所は当分の間、対

象外となります。 

 

◆支援策について 

今回の改正により、社会保険

の加入拡大の対象となる短時

間労働者を支援するため、３年

間、特例的・時限的に保険料負

担を軽減する措置が実施され

ます。 

対象となるのは、従業員数

50 人以下の企業などで働き、

企業規模要件の見直しなどに

より新たに社会保険の加入対

象となり、標準報酬月額が

12.6万円以下の短時間労働者

です。 

また、正社員化や労働時間の

延長や賃金アップに取り組む

ことによって支給されるキャ

リアアップ助成金も活用でき

ます。 
【厚生労働省「社会保険の加入対象の拡

大について」】 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisak

unitsuite/bunya/0000147284_000

21.html 

 

 

８月の税務と労務の手続期
限［提出先・納付先］ 
 

１２日 

○ 源泉徴収税額・住民税特別

徴収税額の納付［郵便局ま

たは銀行］ 

○ 雇用保険被保険者資格取

得届の提出＜前月以降に

採用した労働者がいる場

合＞ 

［公共職業安定所］ 

 

９月１日 

○ 個人事業税の納付＜第１

期分＞［郵便局または銀

行］ 

○ 個人の道府県民税・市町村

民税の納付＜第２期分＞

［郵便局または銀行］ 

○ 健保・厚年保険料の納付

［郵便局または銀行］ 

○ 健康保険印紙受払等報告

書の提出［年金事務所］ 

○ 労働保険印紙保険料納付・

納付計器使用状況報告書

の提出 

［公共職業安定所］ 

○ 外国人雇用状況の届出（雇

用保険の被保険者でない

場合）＜雇入れ・離職の翌

月末日＞ 

［公共職業安定所］ 

 ・労働契約の成立時期の確認 

 ・契約成立後の労働基準法の

遵守 

② 休業させる場合の注意点 

 ・休日手当を支給する要件の

確認 

③ 賃金・労働時間に関する注

意点 

 ・業務に必要な準備行為等の

労働時間の周知 

 ・一方的な賃金の減額 

 ・実労働時間の把握 

④ その他の注意点 

 ・通勤または仕事中の事故や

ケガをした場合の労災保険 

 ・労働災害防止における安全

衛生の確保 

 ・ハラスメント対策 

 

 働き手にとっては、隙間時間

を利用しながら都合よく働くこ

とができ、事業者側からすれ

ば、一時的な人手不足を迅速に

解消できることから、「スポット

ワーク」の利便性は高く、雇用

仲介アプリの登録者数や利用者

数は今後さらに増えていくこと

が予想されます。このリーフレ

ットによって、曖昧な部分もあ

った労務管理がひとまず整理

されています。 
【厚生労働省「いわゆる「スポットワ

ーク」における留意事項等をとりまと

めたリーフレットを作成し、関係団体

にその周知等を要請しました。」】 

https://www.mhlw.go.jp/stf/new

page_59197.html 

 

 

年金法改正による社会 

保険の加入対象の拡大 

 

６月 13 日に年金制度改正

法が可決・成立し、社会保険

（厚生年金保険・健康保険）の

適用拡大が決定しました。今

回の改正により、短時間労働

者（パート・アルバイト）の社

会保険加入対象の範囲がさら

に拡大されることになりま

す。これから行われる社会保

険の加入拡大の具体的な内容

をまとめておきます。 

 

◆企業規模要件の縮小・撤廃 

現在、社会保険加入の企業

規模要件は、従業員数51人以

上の企業に勤務している週の

所定労働時間が20時間以上の

短時間労働者ですが、2027

「スポットワーク」に 

おける留意事項等を 

まとめたリーフレットが公表

されました 
  

◆「スポットワーク」の定義 

「スポットワーク」には、

様々な形態がありますが、この

リーフレットでは、短時間・単

発の就労を内容とする雇用契約

のもとでの就労形態を指し、

「スポットワーク」の雇用仲介

を行う事業者が提供する雇用仲

介アプリを利用してマッチング

や賃金の立替払いを行うものを

対象としています。 

 

◆リーフレットの主な内容 

このリーフレットは、厚生労

働省が「スポットワーク」の労

務管理における留意事項等を取

りまとめたもので、労働者向け

と使用者向けがあり、以下の項

目について、それぞれの立場で

の注意・確認点をまとめていま

す。以下は、事業者向けの内容

になります。 

① 労働契約時における注意点 

 ・誰と誰が労働締結をするの

かの確認 

 

連絡先：〒501－3232  

    関市桜本町 2-32-4 エレガンスみやもと 302 

電  話：0575-24-3757    FAX：0575-24-3757 

ｅ－ｍａｉｌ：hata50911@gmail.com 
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